










The purpose of this paper is to propose a hospital accounting information system adapted 
from the business accounting information system model. We begin by showing that, although 
such hospital systems are complex adaptive systems, their structure is in fact similar to that 
of business accounting. We show that the management of hospital accounting information 
systems can therefore be reconceived in an innovative way, by adapting the business model to 









院が増加し始めた。日本病院団体協議会が平成 19 年 8 月から 9 月にかけて実施した「病院経営




は、6 月 1 ヶ月間の黒字・赤字病院の割合は黒字が 27.6％（322 病院）、赤字が 72.4％（845 病
院）であった。開設者別で見ると、自治体病院、その他の公立病院、私的病院の赤字の割合はそ


























 病院会計準則は昭和 40 年に制定され、昭和 58 年に改正され、さらに今回の見直し（平成 16
年8月19日医政発第0819001号）に至った。当初より企業会計方式を採用し、経営成績を表す
財務諸表としては「収支計算書」ではなく「損益計算書」を採用している。今回の見直しの基本


















































  ・ 従来、巻末に一括して記載していた註解及び別表として添付していた
各財務表の様式については、これを各財務表原則に続けて示すこととし、
利便性を高めることとしたこと。 
  ・ 利益処分計算書については、施設としての病院には利益の処分が予定
されていないことから、財務諸表の体系から除外したこと。 
（２）表示内容の整備 
  ・ 貸借対照表については、非営利組織会計における資産・負債差額の本
質を再認識し、従来の資本の部を純資産の部に変更したこと。 









  （１）企業会計方式を採用している。 
 









第１章  総則 




第３章  貸借対照表原則 
 貸借対照表原則注解 
 様式例 
第４章  損益計算書原則 
 損益計算書原則注解 
 様式例 
第５章  キャッシュ・フロー計算書原則 
 キャッシュ・フロー計算書注解 
 様式例 
第６章  付属明細表原則 
 様式例 




第一  一般原則 
第二  損益計算書原則 




























   
  ①帳簿管理機能 
  ②外部報告機能（財務諸表） 
  ③内部報告・業績評価会計報告機能 
  ④経営指標分析機能 
  ⑤予算編成機能 
  ⑥戦略策定支援機能 
  ⑦意思決定支援機能 
  ⑧原価管理機能 
  ⑨環境会計機能 
  ⑨社会的責任会計機能 




















件のうち「運用中」が 391件（23％）、「構築中」が 84件（5％）、「検討中」が 521件（31％）、
「予定なし」が 632件（37％）、「不明」が74件（4％）であり、「レセプト電算システム」につ













  ②情報化のための共通基盤の整備 
  ③医療機関の医療情報連携の促進 
  ④医療・健康情報の全国規模での分析・活用 
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  ⑤レセプトオンライン化 
 
が提唱された。 
 平成 19 年 8 月「医療・健康・介護・福祉の情報化グランドデザイン」が発表され、レセプト




  ①健康情報を個人が活用できる基盤整備の推進 






   ①医療分野等の横断的なグランドデザイン 
   ②健康情報を利用した高度な予防医療の支援と医療機関による質の高い医療の実現 
   ③レセプトの完全オンライン化の実現 
   ④医療における効果的なコミュニケーションの実現 
 
が提唱されている。 
また、『医療白書 2008 年度版（日本医療企画）』においても、「IT による医療産業のイノベー
ション」を「eHealthの波」と称し、「デジタルホスピタル」や「地域医療機関連携ネットワーク」
を取り上げている。 
 このように見てくると、政府の IT政策の一環として「医療の IT化の推進」が重要視されてい





















    （資産）医業未収金、医薬品、診療材料、医療用機器備品、放射性同位元素 
    （負債）他会計短期借入金、他会計長期借入金 
    （収益）入院診察収益、室料差額収益、外来診療収益、保険予防活動収益、受託検査・
施設利用収益、その他の医業収益、保険等査定減 


































  1．責任会計 
  2．標準原価計算  
  3．直接原価計算 
  4．社内金利・社内資本金（病院では院内金利・院内資本金） 
  5．支配企業からの要請による会計報告（病院では開設主体からの要請による会計報告） 
  6．活動基準原価計算（ABC）・活動基準原価管理（ABM） 
















   1  医業利益率 
   2  総資本医業利益率 
   3  経常利益率 
   4  償却前医業利益率 
   5  病床利用率 
  6  固定費比率 
  7  材料費比率 
  8  医薬品比率 
   9  人件費比率 
   10  委託費比率 
   11  設備関係費比率 
   12  減価償却費比率 
   13   経費比率 
   14   金利負担率 
   15  総資本回転率 
   16   固定資産回転率 
   17   常勤（非常勤）医師人件費比率 
   18   常勤（非常勤）看護師人件費比率 
   19   常勤医師1人当り人件費 
   20   常勤看護師1人当り人件費 
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   21  職員1人当り人件費 




   1  自己資本比率 
   2  固定長期適合率 
   3  借入金比率 
   4  償還期間 
   5  流動比率 
   6  1床当り固定資産額 




   1  平均在院日数 
   2  外来/入院比 
   3  1床当り１日平均入院患者数 
   4  1床当り１日平均外来患者数 
   5  患者１人１日当入院収益 
   6  患者１人１日当入院収益（室料差額除） 
   7  外来患者１人１日当り外来収益 
   8  医師1人当り入院患者数 
   9  医師1人当り外来患者数 
   10  看護師1人当り入院患者数 
   11  看護師1人当り外来患者数 
      12   職員1人当り入院患者数 












    ①予算計画・編成システム 




    ③短期利益計画 







    ①戦略策定支援システム 
     １）戦略目標策定支援システム 
     ２）戦略環境分析システム 
 
    ②戦略決定支援システム 
     １）経営戦略決定支援システム 











   ①診療科別原価計算 
   ②疾患別原価計算 
   ③患者別原価計算 
   ④診断群分類別原価計算 
 
これらの原価計算を実施するシステムのほかに以下のようなシステムも含める。 
    
   ⑤原価維持支援システム 
    標準原価計算を用いて差異分析・原価統制を実施する。 
 
   ⑥原価低減実施支援システム 





   ⑦原価企画作成支援システム 


























    ①環境コスト認識・測定支援システム 
    ②環境効果認識・測定支援システム 
    ③廃棄物（医療廃棄物も含める）追跡支援システム 









    ②社会的責任効果認識・測定支援システム 
    ④社会的責任報告システム 
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